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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

●防犯灯設置費補助金（新設・移設・撤去-1/2補助　補助限度額30,000円）

　内容 自治会が行う防犯灯新設に係る事業費に対し半額を補助する。

　実績 事業費　  　　　　　596,280円

事業量　　　　 新設　10基　　移設　11基　　撤去　1基　　柱の修繕　3基　

　効果 新設（移設）に係る経費を補助することにより、犯罪の抑止力向上に向け、より効果的な
箇所に設置できるようになり、安全安心のまちづくりを進めることができた。

　　　　

●ＬＥＤ防犯灯普及事業

　内容 消費電力が少なく電気料金の節減効果のあるＬＥＤ防犯灯をさらに普及させるため
蛍光防犯灯の故障修繕に合わせてＬＥＤ防犯灯への取り換えを行った。

　実績 事業費　　　　　　8,312,004円

事業量　　　　　　　　316灯

　効果 H25年度から、電気料金が全額自治会負担となったが、ＬＥＤ化することにより電気料金
が約43％節減。これにより、自治会の負担を軽減することができた。

●防犯自治会補助金ほか　　　　3,302,836円

事業費 12,211,120 事
業
の
目
的
・
目
標

  自治会が行う防犯灯新設・移設・撤去
（支柱含む）に係る事業費に対しては費
用の1/2を補助することにより、自治会
の防犯灯新設を促す。また、自治会の防
犯灯をLED化し、自治会の電気料金の負
担を軽減することにより、さらに防犯灯
の増設を促し、安心安全のまちづくりを
推進する。

財
源
内
訳

国庫支出金 4,847,040

県支出金

地方債

その他

一般財源 7,364,080

目 01 一般管理費

平成 20 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 地域防犯推進事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 総務課 行政係
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施策の内容、実績、及び効果

○江津市勤労青少年ホーム解体工事及び維持管理費
【施設概要】

施設名称： 江津市勤労青少年ホーム
所　　在： 嘉久志町イ1505-1
建築年次： 昭和49年（建築後43年経過）
構　　造： 鉄筋コンクリート造陸屋根２階建
延床面積： 845㎡ 敷地面積： 2,989.66㎡

【事業費内訳】

平成30年3月28日に解体工事が完了し、地権者に対して借地の返還を行った。

○普通財産維持管理費

市街地等の市有地の草刈を実施し、環境保全に努めた。

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 普通財産管理費 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 財政課 管財入札係 目 07 財産管理費

平成 29 年度 事業進捗率 100 ％

施設の統合や廃止に伴い、普通財産のストック量は増加すると見込まれるため、今後は老朽化が著し
く、将来的に利活用が見込めない施設については、積極的に売却あるいは解体を実施し、土地の有効
活用、財源確保に努める。

事業費 41,710,788 事
業
の
目
的
・
目
標

平成28年8月末をもって廃止した勤労青
少年ホームを解体するもの。
当該施設は、昭和49年に建設され、老朽
化が進行しており、今後の利活用も見込
まれない。また、敷地は借地であり、解
体しなければ維持管理費がかかる上、借
地の返還もできないため、解体を実施し
た。他、普通財産の管理に要する経費。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 300

一般財源 41,710,488

（単位：円）

維持管理費分 解体工事費分
需用費 光熱水費（電気） 194,684 4月～11月分まで
役務費 火災保険料 3,470
委託料 浄化槽管理業務 91,350 4月～11月分まで

解体工事実施設計 1,350,000
産業廃棄物処理運搬業務 129,600 油類、廃タイヤほか
浄化槽最終処理業務 1,188,000

使用料及び賃借料 土地借上料 1,443,800 敷地分
工事請負費 解体撤去工事費 35,607,600

小　　計 1,733,304 38,275,200
合　　計

支出額
費目 名称 摘要

40,008,504

（単位：円）
費目 名称 支出額 摘要

需用費 修繕料 439,660 市有地草刈等
役務費 火災保険料 166,071 建築物、動産
委託料 普通財産管理委託 1,096,553 草刈業務委託

合　　計 1,702,284
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
支所庁舎等の耐震補強工事を施工しながら、併せて副次拠点施設整備として改修工事を施工し、
桜江支所・江津市図書館桜江分館・島根県農業協同組合桜江支店・川戸地域コミュニティ交流
センター・川戸簡易郵便局・島根中央信用金庫江津支店桜江出張所・桜江町商工会・江津市社会
福祉協議会桜江連絡所・邑智郡森林組合桜江出張所の９団体が順次入居し平成29年7月3日をもって
全団体が入居を完了、営業開始している。
副次拠点設備であることから、平成30年4月1日からJR三江線廃線に伴う代替バスの停留所が設置され
利用しやすい環境を整えている。

○事業の実績

事業費 69,753,802 事
業
の
目
的
・
目
標

　副次拠点とする桜江総合センターを複
合施設として整備し、住民が安心して生
き生きとして暮らせる桜江地区生活機能
のワンストップ型福祉拠点として活用す
るために整備を行う。また、これに併せ
て桜江総合センターの耐震補強工事も行
う。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 56,900,000

その他 12,853,802

一般財源

目 07 財産管理費

平成 28 年度 事業進捗率 100 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 副次拠点施設整備事業（繰越） 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 桜江支所 総務係

単位：円

区　　　分 H28支出額 H29決算額 合計 備考（主な内容）

給 料 4,070,400 0 4,070,400

職 員 手 当 等 2,408,267 0 2,408,267

共 済 費 1,352,702 0 1,352,702

旅 費 14,700 0 14,700

需 用 費 2,825,951 5,988,684 8,814,635 消防設備修繕

役 務 費 347,416 720,748 1,068,164 機器設定手数料、廃棄物手数料

委 託 料 18,202,390 1,669,140 19,871,530 機器移設委託料、PCB廃棄委託料

使用料及び賃 借 料 1,004,556 132,000 1,136,556 臨時駐車場賃借料

工 事 請 負 費 499,998,800 54,987,280 554,986,080
駐車場工事、建築・機械設備工事、
防水工事

備 品 購 入 費 7,169,040 6,255,950 13,424,990 音響備品、事務什器類、施設管理備品

合 計 537,394,222 69,753,802 607,148,024
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施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容 新庁舎建設場所

●

●

●

単位：円

○事業の実績
設計有識者会議の様子 先進事例視察の様子（安来市）

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 新庁舎建設事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 都市計画課・総務課 目 07 財産管理費

平成 29 年度 事業進捗率 ％

事業費 45,886,455 事
業
の
目
的
・
目
標

市庁舎耐震診断判定委員会の判定結果及
び市庁舎改修整備検討委員会の報告を踏
まえて策定した江津市庁舎改修整備基本
計画に基づき、シビックセンターゾーン
内江津警察署東側敷地に江津市役所新庁
舎を建設することにより、耐震性と防災
拠点機能の確保並びに市民サービスの向
上を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

備　　　　　考

35,300,000

その他

一般財源 10,586,455

新庁舎の建設に向け、敷地造成設計業務を実施
し、敷地造成工事及び建築設計業務に着手し
た。

建築設計に対する専門的意見を求めるため、江
津市新庁舎建設設計有識者会議を開催した。

庁内検討委員会専門部会等により先進事例の視
察を行った。（視察先／安来市、雲南市、高知
県四万十町、山口県周南市）

区分 年度内支出額 翌年度繰越額

報償費 78,800 0 設計有識者会議委員謝礼

旅費 481,200 378,280 設計有識者会議委員費用弁償、視察・協議旅費

委託料 25,738,440 77,901,560 敷地造成設計費、建築設計費（前払金）

工事請負費 18,660,000 42,320,000 敷地造成工事費（前払金）

合　計 45,886,455 312,513,545

用地取得費 0 191,400,000

事務費 928,015 513,705 会場借上費、車両借上費、庁費他
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

　事業主体：ピクニックラン桜江実行委員会

　開催日　：平成２９年７月１６日（日）

　種目　マラソン　　　２１ｋｍ　　　水の国～風の国　　　　　　
　　　　マラソン　　　１０ｋｍ　　　桜江Ｂ＆Ｇ海洋センター～風の国　
　　　　ウォーキング　１０ｋｍ　　　桜江Ｂ＆Ｇ海洋センター～風の国　

　　独立行政法人日本スポーツ振興センター「スポーツ振興くじ助成金交付事業」の助成を受けて
事業を開催した。

○事業の実績

申し込み者数　　１，１０８人（前回比：６５人減）
リピーター率　　７３％（前回比：１２．９８ポイント増）８３９人

当日参加者 最高齢参加者年齢　８５歳
マラソン21ｋｍ　　４７４人 最年少参加者年齢　　５歳
マラソン10ｋｍ　　３５２人
ウォーキング　　　１７２人　　 遠方参加者　　東京都・熊本県
合計　　　　　　　９９８人 市外参加者　　８３９人
リピーター参加数　７５７人（７６％）　

○事業の効果
 過酷な真夏の大会（地獄マラソン）として認知度が高まり、全国各地から多くのリピーター参加者が
江津市を訪れた。今回から、桜江町総ての自治会から協力を得る事が出来た事で、桜江地域をあげて参
加者を「おもてなし」する意識が広がった。参加者への風の国・有福温泉御前湯無料入浴券配布によ
り、６３７人の利用を頂いた。
 参加者らは、自然あふれる桜江町で、地域応援者や住民ボランティアらとの交流を深める事ができ
た。前回から引き続き参加者と地域の交流促進、及びリピーター獲得の仕掛けを継続し、効果を上げて
いる。事業の継続により、多くの市外者を江津市へ呼び込めている。今後とも江津のファンを増やして
交流人口を増やして行きたいので、各種政策に活用して欲しい。

事業費 2,476,000 事
業
の
目
的
・
目
標

国内最大級の水のミュージアム「水の
国」と大型温泉リゾート施設「風の
国」、並びに江津市の豊かな自然をア
ピールし、地域の活性化を図るととも
に、このイベントを通じて健康、体力増
進と参加者相互の融和に寄与することを
目的として開催する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 400,000

その他 2,076,000

一般財源

目 08 企画費

平成 8 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 桜江ピクニックラン事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 桜江支所 総務係
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施策の内容、実績、及び効果

○平成29年度の寄付の状況 ○平成20年度からの寄付の累計

参考：過去の実績

○事業の実績

○ふるさとづくり寄付金の活用実績 単位：円

事　業　名 ふるさとづくり寄附金事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 政策企画係 目 08 企画費

平成 20 年度 事業進捗率 ％

その他 123,750

一般財源 37,422,423

○事業の内容

事業費 37,546,173 事
業
の
目
的
・
目
標

ふるさとへの想いや江津のまちづくりに
共感を持つ人々が、地域づくりへ参加で
きるよう寄付金による基金を設置し、そ
の財源を活用し、地域住民福祉のための
必要な事業を推進する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

　「ふるさと納税制度」は平成20年度に地方税法の一部が改正され、個人住民税の寄付金税制が拡充さ
れたことにより制度化されたもの。地方自治体に対する寄付金のうち、2,000円を超える部分につい
て、個人住民税所得割の概ね2割を上限とする金額が、所得税と合せて控除される仕組み。
　また、市外在住の寄付者に対し、今後も江津市とのご縁を大切にしていただくため、お礼の記念品と
して『ふるさと特産品』を進呈し、江津市の特産品のＰＲと地域産業の活性化を図ることを目的とす
る。

寄付件数 寄付金総額 寄付件数 寄付金総額
2,950件 65,410,000円 20,901件 381,654,832円

平成28年度

件数 301件 153件 1,033件 4,466件 7,663件 4,335件

平成20～23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

需用費 125,559 　印刷製本費
役務費 387,970 　証明書送料等

96,888,860円

費　　　目 決算額（円） 備　　　　　考
報償費 36,009,421 　記念品

金額 6,309,100円 1,983,000円 13,198,000円 49,456,001円 148,409,871円

合　　　計 37,546,173

事業の種類 対象事業 事業費 寄付金充当額

委託料 356,400 　ふるさと納税管理システム保守料
使用料及び賃借料 666,823 　ふるさと納税サイト利用料、クレジット決済

②
大元神楽、石見神楽等、
ふるさとの伝統芸能、文
化の伝承に関する事業

文化活動支援事業（再興院展補助金） 3,272,000 2,728,366
指定文化財保護事業 804,000 722,160
大元神楽伝承館管理事業

①
江の川が育み人麻呂が愛
したふるさとの自然、景
観を活かしたまちづくり

138,000 73,000

③
江の川の豊かな恵みを活
かした交流を通じて人々
が元気になる事業

桜江ピクニックラン事業 2,476,000 200,000
江の川祭り事業2 5,400,000 5,400,000
桜江いきいき祭り事業 650,000 50,000

合　　計 102,869,000 39,095,745

13,500,000
図書館整備費2（図書購入） 2,500,000 2,499,978

⑤
ふるさとの人々がイキイ
キと、暮らし続けていく
ための事業

生活交通バス事業 13,606,000 11,300,203

④
ふるさとの子供たちがす
くすくと育ち、安心して
暮らせるための事業

放課後子ども教室推進事業 8,030,000 2,622,038
放課後児童クラブ事業 65,993,000
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○事業の効果

○特産品の注文数

※平成28年度中に申請し、平成29年度に発送したものも含まれるため、寄付件数とは一致しない。

計 3,527 100.0%

体験チケット 101 2.9%
その他 284 8.0%

その他の食品類 1,019 28.9%
工芸品 116 3.3%

水産物・加工品 605 17.1%
農産物・加工品 257 7.3%

　前年度と比較すると寄付件数、寄付額ともに約３割減であったが、特産品の追加や平成26年度から
導入したインターネット申請・クレジットカード決済の効果により、制度開始当初よりも多くの寄付
を頂いている状況が続いている。ふるさと納税を通じて、引き続き多くの方に江津市をＰＲすること
ができた。
　また、平成28年度からは頂いた寄付を５つの趣旨に沿った事業に活用しており、今年度は10事業の
財源に充当した。

項　目 件　数 割　合
肉・加工品 1,145 32.5%
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施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容
　

○平成29年度事業計画
１．地域開発事業

２．地域活性化事業
（１）地域特産品振興助成事業

（２）ありがとう三江線ファイナルイベント支援

○事業の実績

○事業の効果

２⑵ありがとう三江線ファイ
ナルイベント支援

1,140,000円

三江線廃線に伴う各市町イベントへの支援

　江津市は三江線写真展、ミニトレイン運行、オリジナルキーホルダー作り、三
江線乗務員への花束贈呈を実施

　高角山万葉公園の整備が行われ、江の川流域の地域振興に資することができた。
　三江線ラストランに向けて、写真展等イベントが行われたことにより、三江線と江の川の歴史や文化
を市民だけでなく、多くの来客者に知ってもらうことが出来た。

１地域開発事業 397,000円
桜・ハナモモの植栽推進事業補助（３事業）

　江津市は高角山万葉公園に市民約１２０名による桜７０本の植樹を実施

２⑴地域特産品振興助成事業 200,000円
邑智郡農林業振興協議会が主体となり、生協ひろしまとの交流会や特産品のＰＲ
活動等

事　業　名 助成金額 事業内容等

その他 1,000,000

一般財源 2,580

　江の川の下流域に隣接する江津市、川本町、美郷町、邑南町からなる構成自治体と中国電力株式会
社をもって「江の川下流域活性化協議会」を設置し、江の川下流域の自然環境、産業、歴史・文化等
の振興に資する事業を展開する。

●江の川下流域活性化協議会負担金　1,000千円
　（江津市負担分：構成市町村の負担割合8分の2）

住民組織が実施する植栽事業で植栽する桜を主とする苗木や添え木、堆肥、肥料、結束ひもなどの
資材経費に対し、１団体当り300,000円を上限に補助する。

邑智郡、江津市を対象とした農産物等の広域産地化に取り組むなど各市町、農業協同組合その
他関係機関が一体となった農林業振興を積極的に進める。
主要出荷先である広島県において特産物のＰＲを行い、生産振興はもとより、地域の活性化に
資することを目的とし、情報発信や産直市活動を活かした圏域外からの多様な消費者の獲得を
図る。

廃線の決定により、三江線の利用促進を図るための三江線活性化事業を、三江線への感謝をこ
めて各市町のイベント事業に変更した。
江津市はてごねっと石見主催により、江津駅とパレット江津でさよならイベントとセレモニー
を開催し、大勢の市民や来客者をもてなした。

事業費 1,002,580 事
業
の
目
的
・
目
標

　江の川下流域の団体が連携、協調し、
この下流域の素晴らしい資源、特性等を
活かした広域的な取り組みを展開するこ
とで、江の川下流域の活性化を図る。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

目 08 企画費

平成 24 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 江の川下流域活性化事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 政策企画係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容及び実績

○事業の効果
●

●

【例：センター管理費・修繕費、プロジェクター整備、君寺周辺整備（杉・桧伐採等）】

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 高野山風力発電所周辺地域活性化支援補助事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 政策企画係 目 08 企画費

平成 24 年度 事業進捗率 ％

　該当地域の連合自治会において実施される防犯灯の設置・維持や、地域の活性化に寄与する事業
に対して補助金を交付する。

事業費 1,745,000 事
業
の
目
的
・
目
標

江津高野山風力発電所から概ね１ｋｍの
範囲内の連合自治会が、地域の活性化を
目指して実施する事業に対し、予算の範
囲内で補助金を交付することにより、対
象地域の活性化を図ることを目的とす
る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 1,745,000

地方債

その他

一般財源

補助対象連合自治会 補助額 備　　考

敬川連合自治会 250,000円
・防犯灯設置事業
・防犯灯維持管理事業
・地域活性化事業

跡市連合自治会 420,000円
・防犯灯維持管理事業
・地域活性化事業

有福温泉町連合自治会 55,000円 ・防犯灯維持管理事業

防犯灯の設置や維持管理を行うことで、地域の安全安心を図ることができた。

当補助金を各地域における課題解決や地域資源の整備等に活用することで、地域住民の交流や
地域の振興に寄与することができた。

二宮町まちづくり協議会 1,020,000円
・防犯灯設置事業
・防犯灯維持管理事業
・地域活性化事業

合　　計 1,745,000円
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○地域コミュニティ実践事業（平成21年度～）
○施策の内容

○事業の実績 (単位:円）

○事業の効果
　各地区が地域の特色や資源を活かした地域づくりや支え合いの仕組みづくり、ひとづくりな
ど独自の活動を展開しており、本交付金により地域コミュニティ組織の自主的な活動が促進さ
れた。

川越まちづくり協議会 350,000 76,760 防災訓練、世代間交流ウォーキング　他

計 9,850,000 17,585,273

川戸地域コミュニティ協議会 350,000 1,300,000 三江線ありがとうマルシェ、家族・地域の絆事業　他

谷住郷まちづくり協議会 300,000 969,604 ニコニコ給食、すみえっこクラブ　他

長谷里山づくり協議会 300,000 607,613 有害鳥獣被害軽減活動、生涯学習　他
まごころ市山 350,000 870,000 サロンたんぽぽ、まごころ市、　他

波子まちづくり活性化協議会 350,000 1,000,000 ゲストハウス、波子の日　他
有福温泉町まちづくり協議会 300,000 715,682 夏祭り、担い手づくり　他

跡市地区まちづくり協議会 350,000 1,500,000 交流事業、健康ウォーキング　他
敬川まちづくり協議会 500,000 920,000 防災訓練、名所・旧跡スタンプラリー　他

都野津町づくり協議会 850,000 1,000,000 会館カフェ、見守り活動、通学合宿　他

二宮町まちづくり協議会 900,000 910,614 防災事業、自治会再編ＷＳ　他

嘉久志まちづくり推進協議会 900,000 1,000,000 認知症サポーター養成講座、リレー拡縁会、担い手育成事業　他

和木まちづくり協議会 600,000 子どもの居場所づくり、ワークショップ他

わたづコミュニティ協議会 600,000 冬休み子どもの集い、わたづまつり　他

郷田コミュニティ協議会 700,000 地域づくり計画策定、郷田地区文化祭　他

浅利まちづくり振興会 500,000 1,850,000 にこにこ給食、交通安全・防犯　他
松平たすけ愛協議会 550,000 2,530,000 松平あんずカフェ、花田植え　他

黒松自治区推進協議会 300,000 1,130,000 港祭り、特産品づくり、サロン　他
都治地区コミュニティ協議会 500,000 1,205,000 梅のふる里まつり、梅の植栽　他

交付団体名
交付金額

備考
組織運営費 独自事業費

波積地区まちづくり協議会 300,000 地域各種行事、まとめて出前講座　他

％

57,500,000

その他 7,012,063

一般財源 51,154,464

　地域で組織された自治組織（地域コミュニティ組織）が、自ら考え取り組む「地域づくり計画」
を実践するため、交付金により支援を行う。（平成29年度より都野津地区、川戸地区、谷住郷地区
が実践事業へ移行。）

事業費 115,666,527 事
業
の
目
的
・
目
標

　過疎化や少子高齢化により地域活動の
衰退が進行し、地域の維持が困難な状況
となっていることから、地域住民の主体
的なまちづくり活動を支援し、住民と行
政との協働による地域づくりを推進す
る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

事　業　名 地域コミュニティ活性化事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係 目 09 地域振興費

平成 19 年度 事業進捗率
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

①定住相談専門員の配置による定住対策

②江津市ＵＩターン就職支度金

③女性の再就職等支援

④結婚支援

①定住相談専門員の配置による定住対策 ： 2,810,884円
●定住相談専門員配置　1名　
●空き家バンクへの登録件数　18件
●定住相談 112件、うちＵＩターン者数 54人

②江津市ＵＩターン就職支度金 ： 450,000円
●ＵＩターン就職支度金の交付件数　9件

③女性の再就職等支援 ： 439,880円
●
●女性のプチ起業補助金　2件（カフェ開業、バランスボールエクササイズ）

④結婚対策 ： 534,620円
●恋するcafé time　相談件数　　22回　　129名参加
●ごうつ恋活応援団による婚活イベント開催件数　　2件29人参加

○事業の効果
①定住相談、空き家バンク、HPによる情報発信などをきめ細かく行い、ＵＩターンが促進され
た。
②本市へＵＩターン就職する際の引越し等にかかる負担の軽減により、市内企業等の人材確保
の一助となった。
③ワークステーション江津と子育てサポートセンターが連携して、子育て中の女性求職者の支
援を常態的に行った。
④結婚支援では、恋するcafé timeの定期開催により気軽に相談や交流できる機会を作った。ま
た、恋活イベント等の開催により、結婚希望者の出会いの場を多数提供することができた。

　空き家バンクの運用や情報発信、またワークステーション江津等との連携により、ワンス
トップの定住相談を実施できる体制を整え、増加傾向にある空き家相談、移住相談に対して、
定住相談員が総合的な支援を行い、ＵＩターンを促進する。

　市内企業等へＵＩターン就職した者の引越し等にかかる費用の負担軽減を図るため支度金を
交付し、併せて企業等の人材確保の一助とする。

　子育て中の女性を対象としたセミナー等により、再就職を支援。また女性が起業や起業のた
めのイベント等を開催する経費の一部を補助し、女性の起業を後押しする。（上限200千円の定
額助成）

　企業や個人・団体等を対象とした「ごうつ恋活応援団」の登録を促進し、恋活応援団による
結婚支援活動を活発化することで、結婚を望む市民の出会いの機会を増やす。

○事業の実績

女性の就職等支援セミナー　1回実施

○事業の内容

事業費 4,293,344 事
業
の
目
的
・
目
標

　定住相談員を配置し、移住・定住に関
する細やかな支援を行うほか、都市部で
開催されるフェア等へ参加し、ＵＩター
ンを促進する。
　また、女性の再就職や起業の支援、結
婚支援等により、女性や若者の定住を促
進する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 333,000

地方債

その他 6,056

一般財源 3,954,288

目 09 地域振興費

平成 26 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 定住促進総合対策事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

　●総事業費 ： 円

： 円

： 円

： 円（空き家改修費補助金、事業費の1/2、上限100万円）

○事業の実績
　①定住促進集落活性化住宅管理事業
　　・管理する住宅　８戸
　　・入居状況　　　4戸　9人

　②空き家バンク事業

　③ＵＩターンのための空き家活用促進事業

■空き家バンク利用実績

　　・ＵＩターンのための空き家改修費補助金交付件数　4件
　　・補助金交付によるＵＩターン者数　9人（4世帯）

○事業の効果
　①定住促進集落活性化住宅は家賃が安価なため、若年世代のＵＩターン促進につながってい
　　る。
　②空き家バンクは、年々制度が浸透してきており、状態の良い物件（空き家状態になって
　　間もないもの）の登録依頼及び物件に関する市外からの問い合わせが増加している。
　　移住希望者が江津市に訪れた際に、紹介した空き家バンク物件を気に入りそのまま移住が
　　決定するケースも多々あり、ＵＩターン促進の手段として重要な役割を担っている。
　③ＵＩターンのための空き家改修費補助金は、住まいを探している移住希望者を後押しする
　　制度となっている。

536,736 （空き家調査の実施）
　　　　③ＵＩターンのための空き家活用促進事業

3,000,000

　　・新規登録件数　18件
　　・空き家バンクによるＵＩターン者数　25人（15世帯）

　　　　②空き家バンク事業

その他 1,833,000

一般財源 3,808,934

○事業の内容

　ＵＩターン者の受け入れを促進するため、空き家の利活用に係る事業を推進する。

5,641,934
　内訳）①定住促進集落活性化住宅管理事業

2,105,198 （８戸の住宅を管理）

事業費 5,641,934 事
業
の
目
的
・
目
標

　空き家を活用したＵＩターン向け住宅
の整備を行い、若年世帯を確保すること
により集落の機能の維持・活性化を図
る。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

目 09 地域振興費

平成 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 定住促進空き家活用事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係

年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計

　空き家バンク登録物件 20 24 24 33 29 38 42 39 30 25 24 18 346

　空き家バンク物件入居数 10 9 13 18 13 20 16 8 7 8 12 15 149

  空き家バンク利用移住者 12 19 34 45 45 46 34 19 20 18 26 25 343
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績
　

○事業の効果

●ビジネスプランコンテスト【委託費3,725,000円】
　県内外から7件の提案が寄せられ、１次審査、２次審査（公開プレゼンテーション）を経て、１件
の大賞受賞者を選出した。２次審査会出場者６件のうち、３件が事業化した。
　
●若者世代のＵＩターン起業支援補助金【補助金3,100,000円】
　ビジネスプランコンテスト１次審査通過者、及び40歳未満のＵＩターン者４件を対象に補助金を交
付し、起業を促進した。

　NPO法人てごねっと石見へビジネスプランコンテストを業務委託。市、江津商工会議所、桜江町商
工会、日本海信用金庫、NPO法人てごねっと石見が連携し、応募者に対してきめ細かい支援を行うこ
とで、ＵＩターン起業の実効性が高まっている。大賞受賞者だけでなく2次審査出場者もプランの事
業化を進め起業に結びついている。また、起業実践者が新たな実践者を呼び込むといった好循環も生
まれており、この流れをそのままＵＩターン起業人材の誘致のプロモーション活動に繋げる戦略的な
展開が望める。

その他

一般財源 4,962,500

　過疎化・高齢化が進む本市において、ソーシャルビジネス等の起業を促進し、多様な雇用を創出す
る仕組みづくりを行うため、ビジネスプランコンテストを開催し、起業しようという熱意のある人材
に対し、本市で創業する機会を提供するとともに、プラン実現に向けた創業支援を行う。

事業費 6,825,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　小規模でも地域の課題や資源に根ざし
たビジネスを創業する仕組みを整えると
ともに、起業スキルを持つ人材を受け入
れる環境をつくる。財

源
内
訳

国庫支出金 1,862,500

県支出金

地方債

目 09 地域振興費

平成 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 コミュニティビジネス創出支援事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係

■ビジネスプランコンテスト（Go-Con）実績

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 合計

25 23 13 11 13 9 5 7 106

男 18 16 12 7 6 6 3 4 72

女 7 7 1 4 7 3 2 3 34

市内 6 12 4 3 4 5 4 2 40

市外（県内） 5 4 4 1 3 1 0 2 20

市外（県外） 14 7 5 7 6 3 1 2 45

6 7 6 6 6 6 3 6 46

4 2 1 1 1 1 1 1 12

1 2 1 1 3 4 2 2 16
うち、創業済件数
（H30.3月末現在）

開催年

応募件数

性
別

居
住
地

最終審査会進出者

大賞　受賞者
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

①地域おこし協力隊の配置

②まちひと結び事業

③外部人材受入促進事業

④市民大学

⑤地域の交流・定住促進事業

○事業の実績
①地域おこし協力隊の活動推進 ： 3,393,110円

●
●波子地区：地域内外交流事業へのサポート、川戸地区：地域の交流事業サポート

②まちひと結び事業 ： 1,200,000円
●

③外部人材受入促進事業 ： 840,000円
　●体験助成金を支給　　5名
④市民大学 ： 10,016,100円

●

⑤地域の交流・定住促進事業 ： 1,100,000円
●

○事業の効果

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 地域の活力創出事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係 目 09 地域振興費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費 16,652,450 事
業
の
目
的
・
目
標

　地域の活力を引き出し、地域の魅力を
引き出す活動及び関係人口や交流人口・
移住者の増加を目的とした事業に対する
支援を行い、地域の活性化を図る。財

源
内
訳

国庫支出金 4,995,500

県支出金

地方債

地域おこし協力隊員　１名配置

その他 1,442,799

一般財源 10,214,151

○事業の内容

　各地域の特性や課題に応じたコミュニティ活動の支援を行い、活動を促進する。

　NPO法人や任意団体、地域コミュニティ組織等による交流・移住促進を目的とした取り組みに必要
な経費を補助する。（上限300千円の定額助成）

　ふるさと島根定住財団が実施するしまね産業体験や島根地域づくり活動体験の制度を受けて本市へ
移住する人に対して体験助成金を支給する。（月３万円、最大１年間）

　「GO▶GOTSU山陰の創造力特区へ。」というまちづくりの理念を具現化するため、市民自らが先生に
も生徒にもなれる市民大学という「学び場を提供する仕組み」を創り、地域や企業の課題解決や魅力
づくりを市民が主体的に担う環境をつくる。

　地域コミュニティ組織で交流や体験事業を実施しようとしている組織に対し、交流メニュー・田舎
体験メニューの開発サポート及び企画運営を支援し、既存のツーリズム実践者との連携を図り、市内
のツーリズムのメニューの多様化と連携強化を図る。

二宮地区：歴史を題材にした特産品づくり、交流事業サポート

嘉久志まちづくり推進協議会、粋の市実行委員会、江津青年会議所、水の国ファッション
ショー実行委員会が地域内外の人との交流事業を実施

市民大学の名称を「GO▶つくる大学」とし、持続可能な運営体制と魅力ある授業づくりに
取り組んだ。

3地区の地域コミュニティ組織が「秋のいわみん」へ交流プログラムを掲載し、交流事業
に取り組んだ。

①地域コミュニティ活動の支援を行い、積極的に事業を実施する地区を重点的にサポートし、モデ
ル地区を作ることで、周辺地域への波及が期待される。
②まちひと結び事業を活用した交流事業により、交流人口の拡大だけでなく、地域の課題や魅力を
発見する機会に繋がっている。
③しまね産業体験・しまね地域づくり活動体験事業への上乗せ助成により、移住１年目の暮らしが
安定したものとなり、定住につながっている。
④GO▶つくる大学の開校とともに授業も始まり、市内外から受講者が集まり新たな交流や学びの場
ができつつある。
⑤交流事業を通して、自らの地域の再発見や地域外の人との交流が進み地域の活性化やファン作り
につながった。
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績

○事業の効果

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 シティプロモーション推進事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 政策企画課 地域振興係 目 09 地域振興費

平成 22 年度 事業進捗率 ％

事業費 3,336,650 事
業
の
目
的
・
目
標

　本市の特色ある取組やまちづくり、活
躍する人や企業などを魅力的に市内外へ
様々な媒体や手法を用いて発信すること
で、挑戦したい若者やふれあいを求める
都市住民の移住を促し、本市との関わり
を主体的に持つ『関係人口』や『活動人
口』を増やしていくなど、多様な形態で
の人材の受入を促進する。

財
源
内
訳

国庫支出金 1,520,000

県支出金

地方債

●求める人材像をターゲットとしたイベントへの参画・開催、現地体験ツアーの実施等：2,836,650
円
①本市が求めている「まちづくり、起業」志向のある人材を対象とした相談会（地域仕掛け人市）へ
出展し、本市の取り組み状況や起業家を紹介。　ブース来場者：80人

②東京在住で本市に関心がある人を集めた交流会を開催し、江津に関わる関係人口の増加や繋がりを
創った。　参加人数：20人

③市内実践者を訪問し実践者の想いに触れる場を提供し、地方での暮らし方、働き方を紹介するツ
アーを実施。　ツアー参加者：11人

●サイト運営：500,000円
　GO▶GOTSU！ブランドサイトから市内の実践者を外部に発信することで、本市を「起業・創業に挑戦
しやすいまち」であることを情報発信する。

　都市部在住の地方でのまちづくりや起業志向者や江津に関わりのある人に対して継続的に情報発信
や交流を行い、また、江津市を訪問してもらい起業家や暮らしぶりを体感してもらうことによって、
江津市への移住や関係人口の増加に結び付けていける手応えがあった。

地域仕掛け人市 東京での交流会

その他

一般財源 1,816,650

　地方志向で地域の課題解決に取り組む意欲のある都市部在住の若年層、起業志向者に向けて、本市
の魅力、実践者の取り組み、起業支援体制などを重点的にPRする経費。
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績

○事業の効果

　石見交通により、安定的に輸送サービスが提供された。

仁 万 駅 前 ～ 大 田 西 中 ～ 道 の 駅 サ ン ピ コ 19.9 0.5 3.5 28
合　　計 26,427

大田市立病院前～大田西中～道の駅サンピコ 39.1 1.1 3.8 89
大田バスセンター～大田西中～道の駅サンピコ 36.0 0.5 0.1 100

大田市立病院前～宅野口～道の駅サンピコ 38.0 0.5 3.4 42
大 田 市 立 病 院 前 ～ 仁 万 駅 前 ～ 済 生 会 病 院 48.1 4.0 3.9 768

済 生 会 病 院 ～ 波 積 ～ 大 家 回 転 場 23.8 2.8 0.8 3,026
済 生 会 病 院 ～ 浅 利 駅 口 ～ 波 積 13.2 2.0 0.5 3,773

済 生 会 病 院 ～ 岩 貝 ～ 川 戸 駅 16.8 2.0 0.1 4,359
済 生 会 病 院 ～ 波 積 ～ 大 家 24.4 0.8 0.2 1,040

周布～西波子～済生会病院～江津駅前 31.2 16.5 3.6
4,546

周布～西波子～沖田ｸﾘﾆｯｸ～江津駅前 32.6 4.0 3.6

済生会病院～江津駅前～嘉戸塩田口 3.6 1.9 0.2 1,020
周 布 ～ 西 波 子 ～ 温 泉 津 温 泉 口 50.5 1.0 2.5 1,190

周 布 ～ 宇 野 ～ 有 福 温 泉 26.3 1.0 1.4 83
江津駅前～大橋東詰～嘉戸塩田口 2.5 1.9 0.2 699

運　行　系　統 運行キロ 平均回数 乗車密度 補助金(千円）

周 布 ～ 有 福 温 泉 ～ 江 津 駅 前 42.0 6.8 2.4 5,664

％

その他

一般財源 26,427,000

　島根県生活交通確保対策協議会の協議結果に基づき、島根県知事が選定した生活交通路線を運行
する事業者に対して、補助対象経常経費と経常収益との差額のうち、国及び県の補助金を除いた残
額を路線の延長によって沿線自治体と按分した額を補助金として交付する。
　・バス運行事業者　石見交通株式会社
　・補助対象期間　　平成28年10月１日～平成29年9月30日

事業費 26,427,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　公共交通機関である路線バスは、過疎
化と高齢化の進行やモータリゼーション
の進展などにより、利用者は年々減少し
ている。
　一方で日常生活を営む上で、住民に
とってはなくてはならない路線であるこ
とからバス事業者に対して運行補助を行
うことによって住民の生活交通を確保す
る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

事　業　名 地方バス路線維持対策事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 商工観光課 商工振興係 目 10 地域開発費

平成 年度 事業進捗率
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
●バス停回転場及びバス停施設の整備

←川平回転場

川戸回転場→

●生活バス車両の購入

（左）桜江地域
（右）江津中部地域

●バス運行対策費補助金

・バス車両購入補助（56人乗り３台）
73,707,300円

・乗務員確保に係る事業費の補助
1,433,475円

○事業の効果

　三江線代替バスとして新たに生活バスの路線を新設するにあたり、ワゴン車２台を購入し
た。

　三江線代替バスとして新たに路線を新設する交通事業者に対し、バス車両の購入と運行準備
にかかる経費について、補助金を交付し、円滑な運行開始に努めた。

　この事業を実施することにより、三江線廃止から切れ目なく、代替交通を運行することにつ
ながり、地域の公共交通を維持することができた。

その他 117,022,118

一般財源

　代替バスの回転場を桜江総合センター、川戸、川越、鹿賀、川平の５カ所に整備したほか、
バス停施設を鹿賀、川越、大貫橋に整備した。（一部事業費を繰越）

事業費 117,022,118 事
業
の
目
的
・
目
標

　平成30年４月１日付でＪＲ三江線が廃
止されるのに伴い、代替バスの整備を進
め、公共交通の維持・確保に努める。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

目 10 地域開発費

平成 29 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 三江線代替バス事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 商工観光課 商工振興係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
●江津市生活路線廃止代替バス

●江津市生活バス（桜江地域）

●江津市生活バス（デマンド）

●江津市生活バス（江中スクールバス混乗）

○事業の実績

江津市生活路線廃止代替バス

江津市生活バス（桜江地域）

江津市生活バス（デマンド）

江津市生活バス（江中スクールバス混乗）

○事業の効果

川戸駅前－済生会病院 243 185 0.76 79,160

　生活交通バスの運行により、市民の交通手段を確保した。

　　　　上津井－川平駅 0 0 0 0
（有福千田線）本明－跡市バス停 0 0 0 0

（松川波積線） 63 372 5.90 74,400
　　　　波積町本郷～川平駅 63 372 5.90 74,400

（市山線）川戸駅前－応儀医院前 194 458 2.36 90,900

（川平線）後谷－川平駅 79 350 4.43 70,000

1.24 24,600
（日浦線）日浦－川戸駅前 57 0.58 11,400

42 0.44 7,900
（長戸路線）長戸路集会所－川戸駅

99
12 0.12 2,400

（谷線）上谷－川戸駅前 123

（坂本線）坂本口－川戸駅前
95

251 2.64 49,300
（三田地線）三田地上－川戸駅前 87 0.92 17,400
（今田線）川戸駅前－(今田経由)-応儀医院前

井沢峠－跡市バス停 295 752 2.55 134,200

　　桜江町において各集落から応儀医院、ＪＲ川戸駅、公共施設、金融機関及び商店などへアク
　セスする生活バスを運行する。
　・運行状況　（月・木）坂本・三田地・今田方面　各１往復/日、市山線　２往復/日
　　　　　　　（火・金）長戸路・谷・日浦方面　　各１往復/日、市山線　３往復/日

　　川平町、松川町上津井地区、波積町南、有福温泉町本明、千田町において、ＪＲの駅や石見
　交通のバス停を結節点としたデマンド型バスを運行する。
　・運行状況　川平線　　　（火・金）２往復／日
　　　　　　　松川波積線　（月・木）４往復／日　（火・金）１往復※上津井-川平駅間
　　　　　　　有福千田線　（火・木）１往復／日

　　ＪＲ川戸駅から済生会病院まで、江津中学校スクールバスを利用した混乗バスを運行する。
　・運行状況　月～金　１回/日（片方向のみ）

運行区間 運行日数 乗車人数 １日あたり乗車人数 使用料収入(円)

％

その他 11,861,863

一般財源

　　井沢町井沢峠から跡市町跡市停留所までの間において、生活路線廃止代替バスを運行する。
　・運行状況　月～土　２往復/日

事業費 12,084,863 事
業
の
目
的
・
目
標

　地域住民の交通手段を確保し、公共の
福祉に資するため、江津市生活路線廃止
代替バス及び江津市生活バスを運行す
る。財

源
内
訳

国庫支出金 223,000

県支出金

地方債

事　業　名 生活交通バス事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 商工観光課 商工振興係 目 10 地域開発費

平成 年度 事業進捗率
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

基幹系システム等の正常な稼動を維持するため、管理を行う。
また、番号制度等法改正に対応するためのシステム改修等を実施する。

○事業の実績

番号制度に伴うシステム改修業務等委託料
　・データ標準レイアウト改版への対応 円

　・副本登録・符号取得及び情報提供ネットワーク連携

　　への対応　等 円

円

円

円

○事業の効果

基幹系システム等の安定稼動を行った。
また、番号法による情報連携に必要な副本登録等を実施し、平成29年7月より情報提供ネットワーク
を利用した情報連携を開始した。

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 情報システム費 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 総務課 情報統計係 目 14 情報システム費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費 38,270,755 事
業
の
目
的
・
目
標

　住民サービスの根幹である住民情報や
税情報などの処理を行う基幹系システム
等の維持管理を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 821,000

県支出金

地方債

その他

一般財源 37,449,755

旅 費 45,260 番号制度担当者会議等への出席
費　　　目 決算額（円） 備　　　　　考

需 用 費 219,900 消耗品

役 務 費 2,012,483 支所間通信料、機器等保守保険料　点検手数料　等

委　　託　　料 33,789,960

1,198,800

4,158,000

業務プログラム開発・修正委託料、電算アドバイザー委託料、

機器保守委託料、システム維持管理委託料 28,433,160
使用料及び賃借料 22,452 大型プリンター

備 品 購 入 費 191,700 システム用ラック、無停電電源装置

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 1,989,000
地方公共団体情報システム機構負担金 63,000

中間サーバ―プラットフォームの利用に係る負担金 1,926,000

合 計 38,270,755
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業実績

空調設備改修工事（第２期) 舞台照明調光操作卓改修工事
室外機 ２台
室内機 ６台
パッケージ型 ２台

合計 67,025,747

館内デジタルモニター（液晶テレビ） 216,600円
大会議室音響設備（ワイヤレスシステム） 469,600円

舞台照明調光操作卓改修工事 20,520,000円
備品購入費 3,240,400 デジタルミキサー 2,554,200円

建物調査費 123,336円
工事請負費 29,905,200 空調設備改修工事 9,385,200円

役務費 57,631 火災保険料
委託料 30,576,336 総合市民センター運営費 30,453,000円

舞台系統送風機ベルト交換 129,600円
液晶テレビ壁面取付 104,460円

消火ポンプユニット用呼水槽更新工事 366,120円
非常用発電機蓄電池・充電器エンジン整備工事 453,600円

空調機器修繕（パラジウムセル交換） 734,400円
ＩＴＶカメラ取替工事 1,080,000円

費目 金額（円) 内容(内訳)
需用費（修繕料) 3,246,180 空調機器修繕（排気ファン更新） 378,000円

32,400,000

その他

一般財源 34,625,747

　江津市総合市民センターの維持管理は、指定管理に関する基本協定に基づき指定管理者と分担し、
市では大規模な改修・修繕工事を行っている。

％

事業費 67,025,747 事
業
の
目
的
・
目
標

江津市総合市民センターの維持管理と、
各設備の修繕・改修工事を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

事　業　名 総合市民センター費 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 社会教育課 文化スポーツ振興係 目 15 総合市民センター費

平成 年度 事業進捗率
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績(計画面積) 単位:㎢

　※調査実施面積は、換算面積（調査中）を含む。

○事業の効果
地籍調査の成果は、登記に反映されるため次のような効果が得られる。

　(1)土地に関するトラブルの防止。
　(2)公共事業の円滑化、用地取得に伴う登記事務処理の省力化。
　(3)課税の公平化。
　(4)災害時等での境界の復元。
　(5)各種土地施策の基礎資料としての利用。

計 134.12㎢ 52.42%

江津地域
（完了区
域）

川平町平田１～８区、波子町波子１～４区、嘉久志町嘉久志１～
２区、川平町南川上１～５区、浅利町浅利１区、松川町上河戸１
～２区、松川町下河戸１区、江津町江津１～２区、後地町後地１
～７区、黒松町黒松１～２区、都治町都治１区、和木町和木１区

26.68㎢
－

ミニ国調（波積町、波子町、敬川町、有福温泉町の一部） 2.19㎢
１９条５項関係（圃場整備、区画整理等で指定を受けたもの） 2.29㎢ －

　　・調査対象面積　　　255.85㎢

区　　　　　　　　　分 調査実施面積 進捗率
　桜江地域（平成９年度 全区域完了） 102.96㎢ －

　　・江津市全体面積　　268.51㎢

地籍図原図作成（ＦⅡ-２工程） 0.23 － －
地積測定　　　　　 （Ｇ工程） 0.23 － －
地籍簿作成　 　　　（Ｈ工程） 0.23 － －

　○平成２９年度末現在進捗状況

地籍細部測量　   （ＦⅠ工程） 0.23 － －
一筆地測量　　（ＦⅡ-１工程） 0.23 － －

地籍図根多角測量 　（Ｄ工程） － － －
一筆地調査　　　 　（Ｅ工程） － 0.14 0.12

作業工程／調査地区 後地７区 江津３区 嘉久志３区

地籍図根三角測量　 （Ｃ工程） － 0.14 0.12

　　一筆ごとの土地について、所在、地番、地目及び境界の調査と登記簿に記載された所
　有者の表示事項の確認と境界の測量及び面積の測定を行い、調査の結果を地図（地籍
　図）及び簿冊（地籍簿）に作成する。成果は県知事の認証を受けた後、法務局において
　登記される。

事業費 19,488,884 事
業
の
目
的
・
目
標

　国土調査法に基づき一筆ごとの土地に
ついて、その所有者、地番及び地目の調
査並びに境界及び地積の測定を行い、地
籍図と地籍簿を整備することにより、都
市計画などの各種施策の策定あるいは公
共事業のための用地買収など、土地に関
する行政や市民生活と密接に関係する基
礎資料を作成する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 13,650,000

地方債

その他

一般財源 5,838,884

目 16 地籍調査事業費

平成 10 年度 事業進捗率 52 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 地籍調査事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 土木建設課 地籍調査係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績(計画面積) 単位:㎢

　※調査実施面積は、換算面積（調査中）を含む。

○事業の効果
地籍調査の成果は、登記に反映されるため次のような効果が得られる。

　(1)土地に関するトラブルの防止。
　(2)公共事業の円滑化、用地取得に伴う登記事務処理の省力化。
　(3)課税の公平化。
　(4)災害時等での境界の復元。
　(5)各種土地施策の基礎資料としての利用。

2.29㎢ －
計 134.12㎢ 52.42%

　桜江地域（平成９年度 全区域完了） 102.96㎢ －

江津地域
（完了区
域）

川平町平田１～８区、波子町波子１～４区、嘉久志町嘉久志１～
２区、川平町南川上１～５区、浅利町浅利１区、松川町上河戸１
～２区、松川町下河戸１区、江津町江津１～２区、後地町後地１
～７区、黒松町黒松１～２区、都治町都治１区、和木町和木１区

26.68㎢
－

ミニ国調（波積町、波子町、敬川町、有福温泉町の一部） 2.19㎢
１９条５項関係（圃場整備、区画整理等で指定を受けたもの）

　○平成２９年度末現在進捗状況
　　・江津市全体面積　　268.51㎢
　　・調査対象面積　　　255.85㎢

区　　　　　　　　　分 調査実施面積 進捗率

地籍簿作成　 　　　（Ｈ工程） 0.21 0.45
地積測定　　　　　 （Ｇ工程） 0.21 0.45
地籍図原図作成（ＦⅡ-２工程） 0.21 0.45
一筆地測量　　（ＦⅡ-１工程） 0.21 0.45
地籍細部測量　   （ＦⅠ工程） 0.21 0.45
一筆地調査　　　 　（Ｅ工程） － －
地籍図根多角測量 　（Ｄ工程） － －
地籍図根三角測量　 （Ｃ工程） － －

作業工程／調査地区
繰越分

上河戸２区 下河戸１区

％

その他 3,415,000

一般財源

　　一筆ごとの土地について、所在、地番、地目及び境界の調査と登記簿に記載された所
　有者の表示事項の確認と境界の測量及び面積の測定を行い、調査の結果を地図（地籍
　図）及び簿冊（地籍簿）に作成する。成果は県知事の認証を受けた後、法務局において
　登記される。

事業費 13,660,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　国土調査法に基づき一筆ごとの土地に
ついて、その所有者、地番及び地目の調
査並びに境界及び地積の測定を行い、地
籍図と地籍簿を整備することにより、都
市計画などの各種施策の策定あるいは公
共事業のための用地買収など、土地に関
する行政や市民生活と密接に関係する基
礎資料を作成する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 10,245,000

地方債

事　業　名 地籍調査事業（繰越） 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 02 総務費

事業開始年度 項 01 総務管理費

担当部署 土木建設課 地籍調査係 目 16 地籍調査事業費

平成 10 年度 事業進捗率 52
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

概 要

津宮小学校、高角小学校、川波小学校、
及び桜江小学校（以上７校）

　
テ

人権問題講演会の開催

参加者　１５６名

　講師謝金等

その他事務・事業費
全日本同和会島根県連合会負担金
浜田人権擁護委員協議会負担金
全日本同和会江津支部補助金

○事業の成果

「ハンセン病と人権侵害」 「ネット人権侵害はなぜ怖いのか」

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 人権啓発活動事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 人権啓発センター 人権同和啓発係 目 17 人権啓発費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費 1,535,044 事
業
の
目
的
・
目
標

　人権尊重思想の普及高揚を図り、人権
問題に対する正しい認識を広めることに
より、基本的人権の擁護に資することを
目的に人権啓発活動を行う。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金 362,000

地方債

105,000

  　　　花の種ほか　　　　　105,000

その他

一般財源 1,173,044

決 算 額（円）

　　【第２部】ネット人権侵害はなぜ怖いのか

　花を育てることによって、児童の人権感覚を高め
る。

参加校
郷田小学校、渡津小学校、江津東小学校、

人権の花運動の推進

テーマ：　様々な人権
開催日　１２月６日（水）
会場　　桜江総合センター
演題【第１部】ハンセン病と人権問題

　人権問題講演会は桜江地域での開催にかかわらず、児童・生徒に加え地元企業から参加してもら
い、関心の高さが伺えた。両講演ともアンケート結果の９割以上が「人権問題に対する理解が深
まった」と解答があり意識啓発に一定の成果があった。特に中学校生徒から、「ネット依存に気を
つけ、自ら考える力をつけたい」との回答が多くあり、人権教育の推進に役立ったと考えられる。

講師【第１部】永江 尚美
             （島根県藤楓会理事） 257,000
　　【第２部】今度 珠美
             （情報モラル教育アドバイザー）

535,833
62,211

195,000
380,000

合　　　　　　計 1,535,044

-31-



円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

●
男

男女共同参画講演会

●男女共同参画お届け講座

●

●江津市女性ネットワーク補助金

○事業の成果

パネルディスカッション

95,000

合計 625,602

　男女共同参画講演会は、「地域における男女の参画のあり方」をテーマに実施し、20代から80代の
男女が参加。講演の後市内在住の４名のパネリストによるパネルディスカッションを実施し、アン
ケート結果で、88.3％の人から、男女共同参画について「気持ちの変化があった」との回答を得た。

　決算額（円）

373,040

開催日：２月１８日（日）
会場：地場産業振興センター
参加者：１０２名
【第１部】
講師：日詰一幸（静岡大学人文社会科学部法学科教授）
演題：「男？女？地域を支える男（ひと）と女（ひと）」
【第２部】
演題：パネルディスカッション「江津でイキイキ地域活動」
コーディネーター：日詰一幸
パネリスト：服部由美・石田智子・坂根昌幸・湯淺凡子

52,516

開催日：１１月１３日（月）
会場：パレットごうつ キッチンスタジオ
内容：男の生活応援塾「パパっとごちそうを作ろう！ダシ要らず料理」
　　　紙芝居上演
講師：森 奈々子（モーリス キッチンスタジオ）
参加者：１２名

男女共同参画研修ほか

105,046
　あすてらすフェスティバル、男女共同参画研修等に参加し男女共同参画意識の
向上を図る。
　あすてらすフェスティバル：6月17日（土）　参加者：10人

概　　　　　　要

事業費 625,602 事
業
の
目
的
・
目
標

　男女共同参画社会の形成に向け、市民
への啓発活動及び計画に基づく施策の推
進を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 625,602

目 17 人権啓発費

平成 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 男女共同参画事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 人権啓発センター 男女共同参画推進係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

概 要

（円）

1 0 回 8 2 人
1 1 回 9 2 人
1 2 回 1 3 3 人

1 回 5人
計 3 4 回 3 1 2人

その他　（需用費・役務費）

○事業の成果

健康教室

生花教室 竹細工教室

絵手紙教室

竹細工教室

228,000
32,940

合　　　　　　計 480,000

　地域のニーズに対応するため、生活相談員の養成研修に参加して必要なスキルの習得に努めた。近
年は相談件数は減少傾向にあるが、主たる原因は高齢化によるもので、同和問題の解消に向け引きつ
づき相談体制の存続が必要。地域交流事業は４講座とも好評で昨年度の参加数を上回っており、地域
内外住民の交流による意識改革に寄与している。

260,940
竹細工教室 110,000
生花教室 63,000

絵手紙教室 10,000

　文化教養講座（３教室）常設に、特別講座（絵手
紙）を開催し、地域交流を図る。

講 座 名 実施回数 延べ参加者数 事 業 費
地 域 交 流 事 業 健康教室 45,000

社会調査及び研究事業 生活相談員等養成研修 21,060

　地域生活相談員を配置し、住民の生活上の相談に
応じ、必要な助言及び指導を行う。
　関係機関との連携を図りながら、もって福祉の増
進に寄与する。

相 　談 　事 　業 198,000

その他

一般財源 120,000

決 算 額（円）

事業費 480,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　波来浜ふれあい集会所を拠点に、地域
住民と融合した隣保活動事業を展開し、
社会的、経済的、文化的改善向上を図る
とともに、人権・同和問題の速やかな解
決に資する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 360,000

地方債

目 17 人権啓発費

平成 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 広域隣保活動事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 人権啓発センター 人権同和啓発係
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績

●私立高等学支援特別対策補助金

　44,000,000円

○事業の効果

●石見智翠館高等学校について、進学校としてのブランド強化のため、能力のある教員を採用する
ことによる智翠館特別コース等の教育環境の充実や、男女ラグビー部・吹奏楽部等の部活動部門
の強化、スクールバス運行継続、寮施設の改修による住環境の改善等を行ったことにより、
生徒数、入学者数、寮生数はほぼ右肩上がりに推移し、平成２９年度は若干減少したものの、
学校法人江の川学園の経営状況は改善の方向にある。

事業費 44,000,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　少子化に伴う生徒数の減少により、
経営状況が悪化している学校法人江の
川学園に対し、引き続き支援すること
により、同学園の教育、財務の健全性
を高め、定住対策推進に資する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 44,000,000

目 18 諸費

平成 20 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 私立高等学校振興事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 総務課 行政係

　　年度 22 23 24 25 26 27 28 29
生徒数 342 413 483 490 519 554 586 558
入学者数 149 171 177 158 199 208 185 173
寮生数 126 146 181 201 246 304 346 318
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
●通学バス運行事業 （委託費2,268,000円、燃料費197,453円）

　　公共交通機関の運行のない夕方に県立高校の生徒の帰宅用に通学バス１便を運行する。

　運行期間：平成29年４月から平成30年３月まで
　運行時刻：公共交通機関の運行のない夕方の時間帯に１便
　対 象 者：帰宅する江津高校、江津工業高校の生徒
　運行業務：スクールバスを使用し、スクールバスの運行業務を委託している会社に

 　運行業務を委託する。
　運行経路：①江津高校～江津工業高校～川戸駅～鹿賀

【江津東小のスクールバス29人乗りを使用】
【委託料】１月150,000円×10月×1.08＝1,620,000円

　②川戸駅～市山～長谷
【桜江小のスクールバス15人乗りを使用】
【委託料】１日3,000円×200日×1.08＝648,000円

【燃料費】通学バス運行事業の燃料費（実績） 197,453円

●高校支援対策補助事業 1,300,000円

　　補助金の交付先は、県立高等学校の振興及び支援を目的とする後援会等の団体。

　（補助対象事業）
　(１)魅力化支援事業
　(２)生徒確保支援事業
　(３)市内及び県内企業への就職支援事業
　(４)その他、市長が特に必要と認める事業

○事業の実績
通学バス運行事業 江津高校14名、江津工業高校3名登録 平均乗車人数7人

運行日に対する乗車率…95％ ※鹿賀便の数値
登録者の乗車率…江津45％、工業40％ ※鹿賀便の数値

高校支援対策補助事業 島根県立江津高等学校教育後援会　　 800,000円
島根県立江津工業高等学校教育支援委員会 500,000円

展示・実演・公演による地域交流、ポスター・チラシの作成、県外生徒募集、
広報活動、部活動の練習環境整備等に活用された。

○事業の効果

江津工業高校 78 103 55 94
72 82 74

76 70
72 75

80 82 63
江津高校 101 85 95 72

　　市内の県立高等学校における特色ある教育及び教育力の向上に資する事業に対し
　て、江津市県立高等学校支援対策事業費補助金を交付する。

通学バスの利用状況は、登録者数17人、平均乗車人数7人と、前年度とほぼ変わりはなかった。
（Ｈ28登録者22人、平均乗車人数6人）
市内県立高校２校の入学者数は下記のとおり。

（入学者数） Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

2,465,453円

事業費 3,765,453 事
業
の
目
的
・
目
標

　市内の県立高校の教育環境の向上、特
色ある教育等への支援を図ることによ
り、両県立高校の教育力及び魅力を高
め、入学者の増加を目指す。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 3,400,000

その他

一般財源 365,453

目 18 諸費

平成 年度 事業進捗率 ％

一般会計

款 02 総務費

事業開始年度

事　業　名 高校支援対策補助事業 予
算
科
目

会計 01

項 01 総務管理費

担当部署 総務課 行政係
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